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道内景気は、持ち直しの動きが一服している。

需要面をみると、個人消費は、飲食料品を中心にスーパー販売額が概ね前年並みを回復す

るなど、消費増税前の駆け込み需要の反動減の影響が薄れている。住宅投資は駆け込み需要

の反動減から、持家を中心に前年を下回っている。公共投資は、基調としては増加してい

る。輸出は北米向けが増加した一方、西欧向けが減少した。

生産活動は低下している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債金額とも減少している。
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①大型小売店販売額～３か月連続で減少

６月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比▲１．１％）は、３か月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲４．５％）は、衣料品、身

の回り品、その他の品目が前年を下回った。

スーパー（同▲０．１％）は、食料品が前年を

上回ったが、衣料品、身の回り品、その他の

品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．５％）

は、９か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～６か月連続で減少

６月の新設住宅着工戸数は、３，１２０戸（前

年比▲１２．５％）と６か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、分譲（同＋１１．８％）は

増加したが、持家（同▲１７．４％）、貸家（同

▲１１．７％）が減少した。

１～６月累計では、１３，９２４戸（前年比

▲８．６％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋１．２％）は増加

しているが、持家（同▲１８．５％）、分譲（同

▲１９．３％）が減少している。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）

③公共投資～５か月ぶりに減少

７月の公共工事請負金額は、１，２３４億円

（前年比▲２３．０％）と５か月ぶりに前年を下

回った。

発注者別では、国（前年比▲４３．３％）、北

海道（同▲２９．６％）、市町村（同▲３．６％）い

ずれも前年を下回った。

４～７月累計では、請負金額５，４５４億円

（前年比＋６．９％）と前年を上回って推移して

いる。

④来道客数～２８か月ぶりに前年を下回る

６月の来道客数は、１，０５３千人（前年比

▲２．３％）と２８か月ぶりに前年を下回った。

１～６月累計では、５，４７８千人と前年を

２．１％上回っている。

６月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ０．５％減少した。国際線（前年比＋７．４％）

は前年を上回ったが、国内線（同▲１．０％）

が前年を下回った。

⑤貿易動向～輸出は２か月連続で減少

６月の道内貿易額は、輸出が前年比１３．３％

減の３３０億円、輸入が同１８．５％減の９３８億円と

なった。

輸出は自動車の部分品などが増加したが、

鉱物性タール及び粗製薬品などが減少し、２

か月連続で前年を下回った。輸入は製油所の

再編から原油及び粗油が大幅に減少するなど

し、３か月連続で前年を下回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～２か月ぶりに低下

６月の鉱工業生産指数は９６．１（前月比

▲２．６％）と２か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲３．３％と３か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、鉄鋼業など７業

種が上昇したが、電気機械工業、石油・石炭

製品工業、食料品工業など９業種が低下し

た。

⑦雇用情勢～改善が続く

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．７９倍（前年比＋０．１４ポイント）と５３か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比５．４％の増加とな

り、５３か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１５．１％）、製造

業（同＋１５．９％）、建設業（同＋７．０％）など

が増加した。

⑧倒産動向～件数は３か月連続で減少

７月の企業倒産は、件数が２４件（前年比

▲１１．１％）、負債総額が３６億円（同▲３４．９％）

となった。件数は３か月連続で減少、負債総

額は９か月連続で前年を下回った。

業種別では、小売業が７件、サービス・他

が５件などとなった。

道内経済の動き
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１．道内景気の現状判断

前年同時期に比べ、景気判断DI（プ

ラス１９、「回復とみる企業」－「悪化と

みる企業」）は１ポイント低下したもの

の、前年同時期調査に続いてプラス水準

となった。

２．道内景気の回復時期

道内景気の回復時期は、既に「回復し

ている」とみる企業（３１％）を含め「平

成２６年中」とみる企業（６１％）が６割を

超えた。

３．懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料は「個人消費の

動向」（６０％）、「原材料価格の動向

（５４％）」、「国内景気の動向」（５３％）の

順となった。「雇用の動向」（３１％）は、

前年に比べ１４ポイント上昇した。

４．消費税率引き上げの影響

価格転嫁は、７５％の企業が「すべて転

嫁した」と回答し、前回引き上げ時（平

成９年７月調査）を７ポイント上回っ

た。消費税率引き上げの「影響があっ

た」企業は５０％、「影響はほとんどな

かった」企業は３７％となった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行きおよび消費税率引き上げ
の影響について

判断時点
平成２６年７月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

消費税率について
平成９年４月 ３％→５％
平成２６年４月 ５％→８％

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５３ １００．０％
札幌市 １７７ ３９．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８８ １９．４
道 南 ３８ ８．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ７６ １６．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １６．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７００ ４５３ ６４．７％
製 造 業 ２０７ １２３ ５９．４
食 料 品 ７５ ４２ ５６．０
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２２ ６４．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５８ ３８ ６５．５
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２１ ５２．５
非 製 造 業 ４９３ ３３０ ６６．９
建 設 業 １２８ ９１ ７１．１
卸 売 業 １０４ ６８ ６５．４
小 売 業 ９３ ５６ ６０．２
運 輸 業 ５０ ３３ ６６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２３ ６５．７
その他の非製造業 ８３ ５９ ７１．１

特別調査

消費税率引き上げの「影響あり」が半数
道内景気の動向と消費税率引き上げの影響

調 査 要 項

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年９月号
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（項 目） 要 点

�現状判断 ・「回復」とした企業（３１％）が「悪化」とした企業（１２％）を１９ポイント上回る
・景気判断DIは建設業（＋３９）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（＋２４）などで高い水準

�回復時期 ・「平成２６年中」とみる企業は小売業（７１％）、建設業、卸売業（ともに６７％）などで多い
・一方、食料品製造業やホテル・旅館業では慎重感が強い

道内景気の現状と先行きについて

〈図表１〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している ３１ ２５ １２ ２７ ３４ ３３ ３３ ４４ ３１ ２４ ３０ ２２ ３５

（急速に回復） （０）（１）（－）（－）（２）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （３１）（２４）（１２）（２７）（３２）（３３）（３３）（４４）（３１）（２４）（３０）（２２）（３５）

�横ばい状態 ５７ ６１ ６６ ５１ ５６ ６７ ５６ ５１ ５６ ６５ ５５ ６９ ４８

�悪化している １２ １４ ２２ ２２ １０ － １１ ５ １３ １１ １５ ９ １７

（緩やかに悪化） （１１）（１３）（１９）（１８）（１０）（－）（１０）（５）（９）（１１）（１２）（９）（１７）

（急速に悪化） （１）（１）（３）（４）（－）（－）（１）（－）（４）（－）（３）（－）（－）

景気判断DI�－� １９ １１ △１０ ５ ２４ ３３ ２２ ３９ １８ １３ １５ １３ １８

前年同時期 景気判断DI ２０ １１ ０ ２４ ２１ ８ ２３ ３３ １６ １７ ２５ １５ ２２

〈図表２〉景気判断DIの推移

特別調査
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〈図表４〉景気先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�個人消費の動向（６０％） ＋３ 小売業（８９％）は１６ポイント上昇。食料品製造業（７９％）なども高率

�原材料価格の動向（５４％） － 製造業（７６％）は全４業種で１位。製造原価率の改善が課題

�国内景気の動向（５３％） ＋４ 食料品製造業（６２％）、建設業（６０％）で大幅に上昇

�原油価格の動向（４９％） △１ 運輸業（９１％）が突出。燃料費増加に強い懸念がある

�公共投資の動向（４５％） ＋１ 建設業（７６％）で１位。鉄鋼・金属製品・機械製造業（５４％）は低下するも高率続く

景気先行きの懸念材料

〈図表３〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�平成２６年 ６１ ５３ ４５ ６２ ６０ ４８ ６５ ６７ ６７ ７１ ６１ ４５ ６３

（６月以前） （３１）（２５）（１２）（２７）（３４）（３３）（３３）（４４）（３１）（２４）（３０）（２２）（３５）

（７～９月） （１１）（８）（４）（１２）（１１）（５）（１２）（１３）（１５）（１３）（１５）（３）（１０）

（１０～１２月） （１９）（２０）（２９）（２３）（１５）（１０）（２０）（１０）（２１）（３４）（１６）（２０）（１８）

�平成２７年 １９ ２４ ２５ １９ ２９ １９ １７ １５ １３ １１ ２５ ３３ ２２

（１～３月） （４）（３）（－）（５）（３）（５）（５）（４）（３）（４）（４）（１１）（７）

（４～６月） （１１）（１４）（１７）（９）（１７）（９）（９）（７）（５）（７）（１７）（１７）（１１）

（７～９月） （３）（４）（５）（－）（６）（５）（３）（４）（３）（－）（４）（５）（４）

（１０～１２月） （１）（３）（３）（５）（３）（－）（０）（－）（２）（－）（－）（－）（－）

	平成２８年１月以降 ２０ ２３ ３０ １９ １１ ３３ １８ １８ ２０ １８ １４ ２２ １５

〈図表５〉景気先行きの懸念材料（上位５項目）の推移

※「原材料価格の動向」はH２６年調査から項目に追加
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〈図表６〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�個人消費の動向
①
６０
（５７）

③
５４
（５０）

②
７９
（８１）

３６
（１０）

３０
（３１）

②
６７
（５４）

①
６２
（５９）

４６
（４５）

①
５６
（７１）

①
８９
（７３）

②
５８
（５０）

①
７３
（７５）

①
６７
（５３）

�原材料価格の動向（※）
②
５４

①
７６

①
８８

①
５５

①
７３

①
８１

⑤
４６

③
５７

②
４６ ２９ ３９

③
６４ ４５

�国内景気の動向
③
５３
（４９）

②
５５
（４６）

③
６２
（４６）

③
４６
（３３）

②
５４
（６２）

③
５２
（３８）

②
５２
（５０）

②
６０
（４６）

③
４４
（５０）

②
５２
（５２）

③
４６
（５０）

５０
（５０）

②
５２
（５３）

�原油価格の動向
④
４９
（５０）

④
４８
（５０）

５２
（５１）

③
４６
（４３）

４３
（３８）

③
５２
（７１）

③
４９
（５０）

３８
（３６）

４０
（３４）

③
４６
（５５）

①
９１
（８６）

②
６８
（５５）

③
５０
（５７）

�公共投資の動向
⑤
４５
（４４）

⑤
３７
（３３）

２１
（１７）

４１
（１９）

②
５４
（６６）

３３
（３３）

④
４７
（４８）

①
７６
（７８）

③
４４
（３７）

２９
（３５）

３６
（４４）

１４
（５）

４５
（４５）

�雇用の動向 ３１
（１７）

２８
（１６）

３８
（２４）

２３
（５）

３０
（１７）

１０
（８）

３２
（１８）

３９
（２１）

２５
（１０）

２９
（１５）

３６
（１９）

１８
（１０）

３６
（２６）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 ２７

（３５）
２７
（３６）

２９
（４２）

３２
（２９）

２２
（３１）

２９
（３８）

２７
（３４）

２１
（２３）

３５
（４８）

２９
（３３）

２７
（４７）

２７
（３０）

２４
（２９）

	物価の動向 ２５
（３５）

２５
（３７）

２９
（４９）

１４
（２９）

１９
（２４）

４３
（３８）

２５
（３５）

２８
（３２）

２２
（４０）

２５
（３２）

６
（１７）

３２
（５０）

３１
（４３）


住宅投資の動向 １９
（１９）

１９
（１７）

７
（２）

②
５０
（４８）

１６
（１７）

１４
（１７）

１８
（１９）

２９
（３１）

２４
（２３）

９
（１２）

１２
（１１）

５
（－）

１４
（１７）

�設備投資の動向 １９
（１９）

１６
（１６）

１０
（５）

５
（１０）

３０
（２４）

１９
（２９）

２０
（２０）

３０
（２９）

２４
（２３）

１３
（１３）

１２
（１４）

９
（５）

１４
（１７）

�為替の動向 １５
（２７）

２１
（３９）

１９
（３７）

２３
（５７）

１９
（３１）

２４
（３８）

１３
（２３）

８
（１６）

１９
（３２）

１１
（３０）

１２
（２２）

１４
（１５）

１６
（２１）

政局の動向 １４
（１９）

１０
（１０）

１０
（７）

５
（５）

１４
（１０）

１０
（１７）

１５
（２３）

１８
（３２）

１３
（２１）

１６
（１７）

１２
（２２）

１４
（５）

１６
（２２）

�低価格化の強まり １４
（１８）

１５
（１５）

１７
（１５）

５
（５）

１４
（１４）

２４
（２５）

１４
（１９）

９
（１７）

１８
（２１）

９
（２３）

９
（６）

３６
（２５）

１７
（２１）

�金融機関の融資姿勢 １４
（１６）

２０
（２１）

１９
（２０）

１８
（１０）

３０
（３１）

５
（２１）

１２
（１５）

１４
（２２）

１３
（１３）

１３
（７）

２４
（１７）

９
（１０）

２
（１６）

�中国経済の動向 １３
（８）

１４
（１０）

１７
（２）

２３
（１９）

１１
（１４）

５
（８）

１３
（８）

６
（７）

１９
（１３）

７
（７）

９
（３）

２７
（１０）

１９
（９）

�金利の動向 １２
（２４）

１３
（２４）

１７
（２４）

９
（１９）

５
（２１）

２４
（２９）

１１
（２５）

１３
（２３）

９
（２７）

１１
（２３）

９
（１１）

９
（１５）

１２
（３８）

�株価の動向 ９
（１４）

８
（１３）

７
（１０）

５
（５）

８
（１４）

１４
（２５）

１０
（１４）

８
（１７）

１０
（７）

１１
（２２）

３
（１１）

－
（１０）

１９
（１０）

�欧米経済の動向 ５
（５）

５
（９）

５
（７）

５
（２４）

５
（７）

５
（－）

６
（４）

４
（５）

９
（３）

４
（３）

３
（６）

－
（５）

９
（３）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査、※は前年調査項目なし
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3 消費税率引き上げの影響について

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�影響はあった ５０
（５１）

４０
（４３）

５５
（４８）

５０
（５４）

１８
（４１）

３８
（１３）

５４
（５４）

３１
（４９）

６６
（６２）

８２
（６０）

３９
（５０）

６１
（４５）

５１
（４３）

（かなりあった） ９
（１２）

７
（９）

１０
（８）

１４
（１８）

－
（８）

９
（－）

１０
（１３）

４
（１２）

１０
（６）

２２
（１４）

９
（３３）

１３
（１８）

４
（６）

（ある程度あった） ４１
（３９）

３３
（３４）

４５
（４０）

３６
（３６）

１８
（３３）

２９
（１３）

４４
（４１）

２７
（３７）

５６
（５６）

６０
（４６）

３０
（１７）

４８
（２７）

４７
（３７）

�影響はほとんどなかっ
た

３７
（３９）

４５
（４６）

３５
（３７）

４１
（３６）

５８
（５０）

４８
（８０）

３４
（３７）

５３
（３８）

２７
（３５）

１４
（３９）

３９
（２５）

３０
（１８）

３３
（４４）

�どちらとも言えない １３
（１０）

１５
（１１）

１０
（１５）

９
（１０）

２４
（９）

１４
（７）

１２
（９）

１６
（１３）

７
（３）

４
（１）

２２
（２５）

９
（３７）

１６
（１３）

（ ）内は前回消費税率引き上げ時調査（平成９年７月）

（項 目） 要 点

�価格転嫁について 「全て転嫁」は製造業（８０％）、非製造業（７４％）とも前回引き上げ時の
水準を上回る

�影響の有無について 「影響あり」は小売業（８２％）、卸売業（６６％）、ホテル・旅館業
（６１％）で多い

�影響の期間について 「影響あり」の企業（５０％）のうち、８割弱の企業が半年程度で影響が
薄れると見込む

�対応策の内容について 「コスト削減」が５７％。小売業は「イベント・キャンペーンの実施」
（４０％）がトップ

〈図表７〉項目別の要点

〈図表９〉消費税率引き上げの影響について
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ分すべてをそ
のまま価格に転嫁

７５
（６８）

８０
（６６）

８６
（６０）

６８
（５５）

８２
（８４）

８１
（８０）

７４
（６９）

８２
（７５）

７９
（７６）

７４
（６７）

７７
（８２）

３５
（３３）

６８
（３８）

�引き上げ分のうち一部
だけ価格に転嫁

１１
（７）

７
（４）

７
（４）

９
（５）

５
（８）

５
（－）

１２
（８）

８
（１４）

１２
（－）

１３
（４）

１３
（９）

３０
（２３）

１２
（１２）

�商品の種類ごとに価格
の転嫁方法を変えた

５
（４）

５
（２）

５
（２）

９
（４）

３
（－）

５
（－）

５
（５）

－
（１）

３
（－）

９
（６）

３
（－）

２６
（３３）

４
（１９）

�価格はそのまま据え置
いた

９
（２１）

８
（２８）

２
（３４）

１４
（３６）

１０
（８）

９
（２０）

９
（１８）

１０
（１０）

６
（２４）

４
（２３）

７
（９）

９
（１１）

１６
（３１）

（ ）内は前回消費税率引き上げ時調査（平成９年７月）

〈図表８〉価格転嫁について
（単位：％）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�４～６月頃まで ５３
（４４）

４９
（２５）

５２
（２８）

４６
（２５）

４３
（－）

５０
（６７）

５４
（５０）

２８
（３６）

７２
（６３）

６８
（５６）

３８
（６７）

５０
（４０）

３８
（１４）

（４月頃まで） １２
（８）

１３
（９）

８
（１４）

９
（－）

１５
（－）

２５
（３３）

１１
（８）

１４
（６）

１１
（４）

１８
（８）

－
（１７）

７
（－）

７
（－）

（５月頃まで） １７
（１３）

１８
（７）

２２
（９）

２８
（－）

１４
（－）

－
（－）

１７
（１５）

－
（１５）

３５
（２３）

１６
（１８）

７
（１７）

１４
（－）

１０
（－）

（６月頃まで） ２４
（２３）

１８
（９）

２２
（５）

９
（２５）

１４
（－）

２５
（３４）

２６
（２７）

１４
（１５）

２６
（３６）

３４
（３０）

３１
（３３）

２９
（４０）

２１
（１４）

�７～９月頃まで ２５
（２４）

２７
（３５）

２６
（３２）

１８
（４２）

２９
（５０）

３７
（－）

２５
（２１）

３２
（１７）

２０
（２７）

２１
（２８）

２３
（１６）

２２
（－）

３５
（２９）

�１０～１２月頃まで ７
（１８）

１２
（２１）

４
（２７）

２７
（１６）

１４
（１７）

１３
（－）

５
（１７）

１４
（２８）

－
（５）

２
（１０）

８
（１７）

１４
（２０）

３
（１４）

�来年１～３月頃まで ３
（６）

－
（７）

－
（４）

－
（－）

－
（１７）

－
（３３）

３
（５）

４
（６）

４
（５）

－
（４）

８
（－）

－
（２０）

７
（１４）

�来年４月以降も続く １２
（８）

１２
（１２）

１８
（９）

９
（１７）

１４
（１６）

－
（－）

１３
（７）

２２
（１３）

４
（－）

９
（２）

２３
（－）

１４
（２０）

１７
（２９）

（ ）内は前回消費税率引き上げ時調査（平成９年７月）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�合理化などによるコス
ト削減

①
５７

①
７０

①
６７

①
６３

①
７４

①
８０

①
５２

①
５３

①
４３

②
３３

①
７１

①
６２

①
７３

�従業員の再教育 ②
２７ ２０ ２２ １３

③
１９

②
２７

②
３０

②
３５

②
３２

②
３３

②
２４ １９

②
２２

�仕入先の見直し ③
２３

②
３０

③
３９ －

②
３７

②
２７

③
２１

③
３２ １６ １５ ６

②
３３

③
１７

�新製品の投入
１６ ２０

②
４４ ６ ４ ７ １５ ７

③
１８ ２９ － ５

③
１７

�イベントやキャンペー
ンの実施 １６ １０ １４

③
１９ ４ － １９ １０ １１

①
４０ ６

②
３３ １５

�販売先の見直し
１３

③
２１ ２５

②
３８ １１ １３ １０ ５ １６ ２

③
１８ １０ １２

�店舗改装やレイアウト
の変更 ７ ３ ６ ６ － － ８ ３ ２ ２１ ６ １９ ２

	品揃えを増やす
５ ３ ８ － － － ５ － ５ １３ ６ ５ ２


品揃えを減らす
２ ２ － １３ － － ２ ２ ４ ２ － － －

�その他
８ ４ ６ － ４ ７ ９ １２ ９ ６ ６ １０ １０

○内数字は業種内の順位

〈図表１０〉影響の期間（影響ありと回答した企業）
（単位：％）

〈図表１１〉消費税率引き上げに対する対応策（複数回答）
（単位：％）

特別調査
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今回の調査結果では、小売業や卸売業を中心に半数の企業が消費税率引き上げの影響が

あったと回答しましたが、その多くは半年程度で影響が薄れると考えているようです。ま

た、公共投資の増加などを受けて道内景気は底堅いと見ている企業が多く、この機に収益基

盤を固めるべきという意見も聞かれました。今後は、上昇が続く原材料価格の販売価格への

転嫁や、人材の確保、販売促進の強化などが経営のポイントとなりそうです。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．道内景気の現状と先行きについて

＜水産加工業＞ 円安に伴う原材料や燃料費

の上昇、人手不足による人件費の上昇により

厳しい経営が当面続くものと思われる。

＜水産加工業＞ 今後の大きな問題として、

少子高齢化の急速な進行が景気に悪影響を及

ぼす恐れがあることが挙げられる。

＜製材業＞ 賃金は少し上昇してきているよ

うだが、燃料費などの上昇により一般の消費

が抑えられることが懸念される。

＜金属製品製造業＞ 原材料価格は今後も上

がる傾向にあると思われる。上昇分を製品価

格に転嫁できるかどうかがポイントになる。

＜鉄鋼製品製造業＞ 今後は公共工事が落ち

込むことも予想され、仕事があるうちに新し

い取引先や販売ルートの構築が急務。

＜金属製品製造業＞ 道内の建設や資材関連

業者は、東京五輪開催や公共投資の恩恵を受

け、業績を伸ばすことができると思われ、そ

の際にはキャッシュフローも大きく改善され

ることが期待できる。しかし、原材料価格や

電気料金等が上昇傾向にあり、製品価格にう

まく転嫁できるかが懸念される。

＜肥料製造業＞ 一番は個人消費が伸びるこ

とだが、労働者の賃金が上昇するかどうかが

ポイントであると思う。

＜建設業＞ 国の公共工事予算増額が、大型

設備投資意欲を増幅させている。この予算が

いつまた縮小されるのか、心配は尽きない。

＜建設業＞ 円安の影響などによる資材価格

高騰や人材不足によって、収益面では厳しさ

を増すものと思われる。一方で国内景気は底

堅く、小売業は７月頃から回復してくるだろ

う。建設業に限っては、来期以降の公共工事

の見通しが不透明な現状で、設備投資や給与

のベースアップには慎重にならざるを得な

い。

経営のポイント

人材確保、販売促進の強化がカギ
〈企業の生の声〉
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＜住宅建築業＞ 今後も原材料価格の上昇や

人手不足が続くケースでは、消費税率を１０％

に引き上げることによる景気へのダメージを

懸念している。ただし、中期的には東京五輪

開催に向けて、景況感は横ばいから徐々に上

向いてくると期待している。

＜電気通信工事業＞ 中小企業においても、

企業収益が従業員に配分され、さらに設備投

資にも回ることが本格回復に必要。公共工事

が順調なうちに収益基盤の改善・構築を図

り、いずれ訪れる公共投資の減少に備えるべ

きだろう。

＜業務用製品卸売業＞ 原油価格上昇や円安

の影響で、ほぼすべての原材料価格が上昇し

ている。今後も下落することは無いと思わ

れ、体力のある会社は生き残れると思うが、

中には厳しい会社も出てくるだろう。

＜食品スーパー＞ 小売業界の経営環境にお

いては、消費税率引き上げや光熱費の上昇な

どにより、消費者の節約志向が強まることが

懸念される。

＜自動車販売店＞ 自動車販売は特に消費マ

インドの影響が大きいので、早期に個人消費

が回復してくれることを願っている。新卒採

用も数年前と比べると売り手市場になってお

り、質の良い学生の採用が難しい。

＜運輸業＞ ホテル・飲食店やバス会社にお

いて人手不足が生じており、今後、需要に対

応できない懸念があり、そのことによる観光

への影響は注視が必要だろう。

＜シティホテル＞ 周辺の声から景気回復を

実感している人の割合は少ないと感じる。ま

た、円安や消費税増税等の影響により、食料

品等も値上がりしており、個人の節約志向は

当分続くと思っている。

＜廃棄物処理業＞ 景気動向は業種により大

きく差異がある。せっかくの公共投資の増加

が、人件費増加や原材料費、燃料価格の上昇

で利益に結びついていない。

＜飲食店＞ 個人消費の動向が最大の関心

事。お金が回ることが重要で、消費を喚起す

る政策が望まれる。

２．消費税率引き上げの影響について

＜食料品製造業＞ 多少の影響は覚悟してい

た。４月には販促イベント等を実施して、大

きな下振れは回避できた。

＜水産加工業＞ 影響を懸念していたが、生

鮮食品は買いだめ商品に該当せず、大きな影

響は無かった。

＜製材業＞ 今のところ価格転嫁はできてお

り、特に問題は出ていない。次の税率引き上

げの時には経営環境は少し厳しくなるのでは

と懸念している。

＜機械器具製造業＞ 税率引き上げの影響は

今のところ出ていないが、今後は取引先から

の価格引き下げの要求が出るかもしれない。

経営のポイント
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＜印刷業＞ 消費税率引き上げは一時的に個

人消費を抑制させるものの、必需品等の需要

は今後持ち直すものと考えている。

＜建設業＞ 消費税率引き上げによる影響と

ともに、原材料価格の一層の上昇懸念もある

ことから、仕入価格の徹底的な見直しなど、

コストの削減を図りたい。

＜住宅建築業＞ 今年に入ってから、モデル

ハウス等への来場者数は昨年と比較すると大

きく減少している。４月以降の新規受注も、

駆け込み需要の反動減が出ていると感じてい

る。対応策として、政府の住宅取得支援策に

ついて社員への教育を徹底し、お客様への啓

蒙に努めるようにしている。

＜左官工事業＞ 顧客や仕入先などには消費

税率引き上げの影響は特別無かったが、住宅

に関する経過措置により、５％と８％の税率

が混在しており、経費処理が煩雑だった。

＜玩具卸売業＞ 消費税率引き上げだけでな

く、複合的に公的負担が増加していることに

よる可処分所得の減少の影響がある。中小企

業においては、大手企業のような賃上げを行

うこと自体が厳しいため、個人消費が上向か

ない要因と考えられる。

＜食料品卸売業＞ 今回の税率引き上げの影

響は３か月程度で薄れると思われるが、来年

１０月に予定される１０％への引き上げが大きな

インパクトを持つと考えている。

＜建材卸売業＞ 来客減少が予想されたた

め、社内展示場を改装し、リニューアルイベ

ントを行うなどして集客を図っている。駆け

込み購入した商品の使用が一巡すれば、以前

同様の購入ペースに戻ると思われる。

＜眼鏡店＞ 顧客向けの相談会の実施を増や

すなどして、来店客の増加と商品の品揃えの

充実を図っている。

＜作業用品店＞ 駆け込み需要の反動はほぼ

収まったが、税率引き上げそのものの悪影響

はこれから本格化すると考えている。あまり

楽観的に先を読まないことが大事であり、

ちょっとした工夫で、小さなところで差をつ

けていく。

＜食品スーパー＞ ３月の駆け込み需要は非

食品部門で顕著に表れたが、食品は一定の範

囲内であった。一部商品の価格を据え置いた

ことも功を奏したと思われる。

＜観光ホテル＞ 今後も引き続き消費減少の

影響が予想され、客数増加を図るために、広

告・ネット販売の強化などの改善が更に必要

である。

＜廃棄物処理業＞ 今後の動向として、法人

の投資動向には消費税率引き上げの影響は少

ないと考えるが、落ち込んだ個人消費がどこ

まで回復するかは予測が難しい。

経営のポイント
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我が国の人口はすでに減少し始めており、本道も例外ではない。国立社会保障・人口問題研究

所では、道内の総人口５，４３１千人（Ｈ２５．１０．１現在 総務省「人口推計」）は、平成２７年に５，３６１千

人（平成２５年比△１．３％）、平成３２年には５，１７８千人（同△４．７％）に減少すると推計している（平

成２５年３月推計）。今後の道内経済を展望するとき、人口減少や少子高齢化が課題とされるが、

過去はどうだったか検証を試みた。

図は、過去５年間の都道府県別総人口の増加率（Ｈ１８．１０．１～Ｈ２３．１０．１）と県内経済実質成長

率（Ｈ１９～Ｈ２３年度）の平均値１をプロットしたものである。需要面からみた県内総生産は、民

間需要（以下、民需）と公的需要２（以下、公需）に大別することができるが、公需は政策に

よって左右される可能性があることから、ここでは民需ベースでみている。

総人口の増減と民需成長率に相関関係は認めらない。この結果は、「総人口」を「生産年齢人

口（１５～６４歳）」に置き換えても、あるいは観測期間を過去１０年間（Ｈ１４～Ｈ２３年度）に拡大し

てもほとんど変わらない。過去５年間、２３の道府県で、人口が減少しても経済成長を実現してい

る一方で、三大都市圏の東京、埼玉、大阪、愛知では、人口が増加しているにもかかわらず、民

需がマイナス成長となっている点は興味深い。

供給サイドからみると、労働は、資本、土地と並ぶ生産要素のひとつであり、他の条件が変わ

らなければ、人口減少はマイナスに影響する。しかし、実証的には、人口が減少してもプラス成

長を達成しているケースは多い。需要減少は地域外に販路を求めることで補うことができるし、

労働減少は生産性の向上で補うことが出来るということであろう。このことからも北海道は、

食・観光を中心とした移輸出の強化が重要と言えよう。人口減少は、経済成長の要因のひとつに

過ぎない。 （�橋美樹）

コラム

人口増減と経済成長

１成長率の平均値は、毎年の成長率の幾何平均
２公的需要＝政府消費＋公共投資＋公的在庫品増加
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私の道場に足を運んでいる方々というのは、プロ選手から格闘技ファンという一般の人たち、

女性やキッズまで広範囲に渡ります。試合に出場する方をはじめ、格闘技の話をできる仲間を見

つけに来ているタイプの方も多く、「みんなで格闘技を楽しもう」というスタンスでこれまで１５

年以上運営してきました。

今現在主流となりつつある、「キツイ」とか「厳しい」といった格闘技の従来のイメージと

違った「楽しい」イメージを打ち出した日本で最初の道場であったと自負しています。

さて、プロ選手や勝利を貪欲に希求するアマチュア選手はともかく、一般の方々が格闘技をは

じめとしたスポーツをする動機は、「健康増進」、「ストレス解消」、「体力増強」といったところ

でしょう。「アンチエイジング」などの見た目および内面の修練を重視される方もかなりの割合で

おられます。ここでは「健康づくり」という観点に絞って少し自分の考えるところを綴ってみた

いと思います。

私は、いわゆるフィットネス業界の人とも情報交換をすることがよくあるのですが、欧米人と

比べて日本人はお金を払って「健康をつくる」という感覚が薄い、という話をよく聞きます。そ

れが極端に低いフィットネス人口、すなわち会員制のジムなどに通う層の薄さに現れている、と

いうのです。

確かに都市部には有名チェーン／グループのフィットネスクラブは目につくものの、多忙な中

を足繁く通う、といった方に日常で会う確率は私などでもそれほど高いものではありません。筋

肉モリモリの人だけが行く、というイメージもどこかしら人々の頭にあるのかもしれません。

ところが海外によく行かれる方は気づかれるでしょうが、滞在したホテルにジムやプールがあ

る、ということも多いのではないでしょうか。翻って日本では超高級なところでなければ滅多に

お目にかかれません。これは確かに国内と国外の大きな違いだと思います。

ただ、料理でも欧米は足し算、つまり味を足していく傾向が強く、アジアでは引き算、すなわ

ち素材の良さをありのまま出させるという指向があるといわれます。健康に対する考え方にも同

様な傾向を感じるのは私だけではないでしょう。日本では、あるエクササイズを付け加えたり、

負荷をアップさせたり、あるサプリメントを加えるといった方法より余分なものを探しては省

く、という考えをする人の方が圧倒的に多いのではないでしょうか。

過剰になりがちな栄養素を抑えることは確かに大切でしょう。それでも私はアクティブに生き

ることが健康な状態の鍵であると考えます。多少食べる量が多くとも、運動を少しでも取り入れ

て動く時間を増やしてほしいと思います。それはジムに入会せずとも例えば散歩やジョギング、

縄跳び、公園でできる程度の軽い筋力トレーニングからでも始めてみるのです。実は健康という

ものは比較的簡単につくれるのではないか、と私は思っています。

格闘技やスポーツが強くなることは必ずしも健康になることとイコールではないのでしょう。

それほどトップスポーツは過酷です。高度にレベルアップした現在のトップアスリート達が引退

寄稿

健康をつくる、ということ
総合格闘技道場「パラエストラ東京」 代表
一般社団法人日本ブラジリアン柔術連盟 会長

中井 祐樹
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後やさらにその後年、どのような健康状態でいられるか。もちろん個人差はあるでしょうが若

干、心配を感じる面もあるのは確かです。

それも、そもそも健康とは何と心得るかで変わってくる話なのだと思います。長生きすること

でしょうか。「無病息災」ではあるでしょう。ただ楽しく過ごせればいい、それも健康の一面だと

は思います。スポーツで強くなることが身体に大きな負担を掛けることになろうとも、好きなこ

とを思い切りできることも「健康」のうちだとも思うのです。

私があえて「健康」に自分なりの定義をするとすれば「感謝できるコンディション」というの

がそれに近いと感じます。実は妻が台湾式足裏マッサージのマスター資格者なので「自然に帰

る」、「毒は体外に出す」、「自分の身体は自分で直す」、「血液をキレイにする」が基本的な考えだ

と聞かされています。だいぶ感化もされてきました。ごく一般的な意味での健康と格闘技の強

さ、その両立に感謝の気持ちをベースにして挑んでいくつもりです。

会社や社会が「君、何かスポーツなどの趣味の時間をしっかり作らなきゃ、いい仕事はできな

いよ」と言ってあげられるような、クロストレーニング１としてのスポーツ活動を奨励する、そ

んな時代を実現させたいなと考えています。

＜執筆者略歴＞

１９７０年 浜益郡浜益村（現・石狩市）出身、札幌北高等学校（レスリング部）卒。

１９９３年 北海道大学（柔道部）を中退、プロ格闘家を目指し上京。

１９９５年 VTJ（バーリトゥード２ジャパンオープン）‘９５に出場し、決勝でヒクソン・グレイシー

に敗れ、準優勝。

１９９７年 パレストラ東京（現・パラエストラ東京）を設立し、以降、日本人のみならず柔術家、

総合格闘家の育成に携わり、青木真也、北岡悟らを輩出。道内では、札幌、苫小牧、室蘭に支部

道場がある。

今年８月に出版された著書『希望の格闘技』（イースト・プレス）をはじめ、書籍、DVD等多

数。

１クロストレーニング スポーツで、体の機能や作りがバランスのとれたものになるように、複数の種目の運
動を積極的に取り入れる練習法。

２バーリトゥード ポルトガル語で『何でも有り』の意
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ピーター・ドラッカーって

ピーター・Ｆ・ドラッカー（１９０９－２００５）と聞いてどれだけの方がピンとくるでしょうか。経

済学者？それとも経営学者？ 実は、自身は作家（ライター）と名乗っていました。

何を書いていたのか？大雑把に表現すると「うまく機能する社会」について書いていました。

その過程で「組織（企業）」という存在と出会います。

そして上手くいっている組織の秘訣を原理原則化し、『現代の経営』（１９５４）という本で人々に

伝えました。この本をもってドラッカー教授は「マネジメント」の父と呼ばれるようになりま

す。

マネジメントの父の名言がマネジメント力向上の一助となれば幸いです。

１．組織という道具

マネジメント誕生から６０年、私たちは組織のこと、マネジメントのことをどれくらい知ってい

るでしょうか。ドラッカー教授はこんな言葉を述べました。

組織というものが最近の発明であるために人はまだそれらのことに優れるにいたっていない。

『非営利組織の経営』（１９９０）p.２１６

この言葉はおそらく今も当てはまるでしょう。たとえば人類の発明物である組織という道具の

目的は何でしょうか。意外と難問です。

ドラッカー教授のマネジメントはここをスタートラインにしています。実は、道具の目的を知

らないで道具を使っている状態ほど怖いことはありません。車という道具の目的を知らなければ

人を傷つけることも可能です。ではドラッカー教授の考える目的とは何でしょうか。

２．組織の二つの目的の追求がいい社会をつくる

ドラッカー教授は組織の目的を二つ挙げました。

①組織の目的は財やサービスを通じて特定の使命を果たすこと

②組織の目的は一人ひとりの貢献を通じて自己実現させること

経営のアドバイス

ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門

ドラッカー学会理事
佐藤等公認会計士事務所

佐藤 等
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この二つの目的は①が組織と社会のつながりを、②が組織とそこに属する一人ひとりとのつな

がりを示しています。組織があることで＜社会⇔組織⇔個人＞という三者の関係が成立します。

現代社会を組織社会と表現したドラッカー教授。ドラッカー教授は次の言葉で組織の重要性を表

現しました。

一人ひとりの人間が成果をあげることは組織にとって必要なだけではない。働く人間一人ひとり

にとって必要である。なぜなら組織は、社会が必要とするものを生み出す手段であると同時に、

組織に働く人たちにとっての手段だからである。

『断絶の時代』（１９６９）p.１９９

３．「われわれのミッションは何か」

①は企業の使命の実践です。使命（ミッション）を追求する経営です。問題は「特定」の使命

だということです。「何でもやります」という姿勢はNGです。これならどこよりもいいものを提

供できますという姿勢が求められるのです。ドラッカー教授は問いかけます。

われわれのミッションは何か？

『経営者に贈る５つの質問』（２００８）p.１１

使命（ミッション）は、経営理念などとして表現された耳触りのいい単なる文章ではありませ

ん。日常の行動に結びつくものが真の使命です。本物の使命を手にしなければなりません。借物

や偽物の使命や理念では組織という道具がうまく機能しないのは当然です。なぜなら、それが組

織という道具の目的そのものだからです。時計という道具に時を刻むという目的があるように、

組織という道具の真の目的を定めて経営することがマネジメントのスタートといえます。

おそらく真のミッションを手にするには数年かかるでしょう。しかし、そこからしかマネジメ

ントはスタートできないのです。あなたの組織のミッションは何ですか？

４．人を成長させること

②組織のもう一つの目的はそこに属している人々のためのものです。組織は使命を果たすため

に様々な事業（business）を行います。事業は製品やサービスという手段をもって使命を果たし

ます。そのために必須のこと、それが仕事です。つまり①の目的を達成するためには仕事が欠か

せません。当たり前なことを…と感じることでしょう。しかしドラッカー教授は「仕事のマネジ

メント」という原理原則を示し、マネジメントの一つの大きな柱としました。
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われわれは、組織が一人ひとりの人間に対して位置と役割を与えることを当然のこととしなけれ

ばならない。同時に、組織をもって自己実現と成長の機会とすることを当然のこととしなければ

ならない。

『断絶の時代』（１９６９）p.２６６

組織は、ミッションにしたがって製品やサービスを提供しますが、同時に仕事を供給していま

す。そして仕事を行うのが人間です。組織は仕事をとおして組織に属する人間に社会的な位置づ

けを与えます。そして組織の中でそれぞれの役割に就きます。組織は人に社会的な絆を与えてい

ます。

さらに仕事をすることをとおして人の自己実現と成長の場を提供します。これが組織の第二の

目的です。組織をマネジメントするということは、人を成長させることでもあるのです。人の成

長なくして組織の成長はありません。

５．組織は利益をあげるためにあるのではない

組織の目的を二つ見てきましたが、よくある誤答は「組織の目的は利益をあげることである」

とするものです。この点についてドラッカー教授は次のように強い口調で否定しています。

事業体とは何かを問われると、たいていの企業人は利益を得るための組織と答える。たいていの

経済学者も同じように答える。この答えは間違いだけではない。的外れである。

『現代の経営』（１９５４）p.４３

では利益は必要ないのかという当然の疑問が湧いてきます。この点について教授は次のように

位置づけました。

利益は、個々の企業にとっても、社会にとっても必要である。しかしそれは、企業や企業活動に

とって、目的ではなく条件である。

『マネジメント＜上＞』p.７０

この点はとても重要です。道具の目的を誤って使えば機能しません。あるいは悲劇が生まれま

す。組織という道具の目的も誤解しては上手くマネジメントすることができないのは当然です。
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しかし多くの経営者が誤解しているというのです。おそらく今も現状は変わらないと思われま

す。

６．事業の目的は？

ドラッカー教授の言葉でおそらく最も有名な言葉は次の言葉です。どこかで一度は聞いたこと

があるのではないでしょうか。

事業の目的は顧客の創造である。

『創造する経営者』（１９６４）p.１１４

組織の目的と事業の目的があることが面白いですね。組織という器の中に事業が入っていると

いうことです。マネジメントを実践するには、組織と事業を使い分けることがポイントです。ド

ラッカー教授は先に挙げた「仕事のマネジメント」とともに「事業のマネジメント」をマネジメ

ントの一つの柱としました。事業をマネジメントするにも目的を知っておかなければなりませ

ん。

顧客の創造とは何か。最初に思い浮かぶのは新規顧客をつくることです。しかしこれだけでは

ありません。顧客創造の真の意味は「顧客価値の創造」です。教授は次のように問いかけます。

７．事業をマネジメントする

顧客にとっての価値は何か？

『経営者に贈る５つの質問』（２００８）p.４１

しかしその前に焦点を絞るための大切な問いがあります。

われわれの顧客は誰か？

『経営者に贈る５つの質問』（２００８）p.２５

事業のマネジメントは、この二つの問いから始まります。つまり誰に何を提供するかを決める

ことが重要だというのです。ドラッカー教授は製品やサービスの提供は手段に過ぎないといいま

す。その手段を使って真に提供している価値は何か。ときにその価値は顧客満足と呼ばれます。
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顧客満足という言葉は定着していますが、真の顧客満足を追求している企業は少数です。顧客

満足の追求には、顧客は自社のどんな価値を評価しているのかについて目を凝らさなければなり

ません。

８．顧客が買っているのは「穴」である

企業が顧客にとっての価値を知ることが難しいことをドラッカー教授は次の言葉で表現しまし

た。

企業が売っていると考えているものを顧客が買っていることは稀である。

『創造する経営者』（１９６４）p.１１８

この言葉の真意は、顧客は製品やサービスそのものではなく何らかの価値を求めていることを

示しています。顧客はドリルを買っているのではなく「穴」を買っているのです。その意味で製

品やサービスは手段に過ぎません。

「この製品やサービスをどうやって売ろうか」と多くの場合考えてしまいます。「自社が提供し

ている製品やサービスが手段だとして顧客が真に求めているものは何か」と考えることが重要で

す。

この問いに対する答えを手にするために顧客目線が欠かせません。「顧客の立場で」考えるので

す。「顧客のために」といっているようではまだまだ企業目線です。顧客目線になって物事を考え

ることをマーケティング思考といいます。

９．販売とマーケティングはまったく違う

ドラッカー教授はマーケティングという言葉の定義を変えました。次の言葉に象徴的に示され

ています。

これまでマーケティングは、販売に関係する全職能の遂行を意味するにすぎなかった。それでは

まだ販売である。われわれの製品からスタートしている。われわれの市場を探している。これに

対し真のマーケティングは顧客からスタートする。

エッセンシャル版『マネジメント』（１９７３）p.１７

ドラッカー教授がマーケティングを再定義するまで、マーケティングとは販売を意味していま

した。マーケティング思考のスタートは常に顧客です。
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顧客の現実を見つめ、顧客の欲求を知り、顧客の価値を理解します。発想の起点を変えれば手

に入るものも変わってきます。先の問い「顧客にとっての価値は何か」は、その代表的な問いで

す。

１０．マーケティングとイノベーション

ドラッカー教授はマーケティングとイノベーションを企業家的な機能と位置づけました。企業

家的という言葉には、明日の事業をつくるという意味が込められています。

事業の目的である顧客創造には不可欠のものです。ここではイノベーションの必要性について

の名言を挙げます。

幸か不幸か、いかなる組織にも危機はくる。必ずくる、その時がリーダーに頼る時である。リー

ダーにとって最も重要な仕事は、危機の到来を予期することである。回避するためでなく備える

ためである。危機がくるまで待つことは責任の放棄である。暴風雨を予期し、先手を打たなけれ

ばならない。それがイノベーションである。倦むことのない刷新である。

『非営利組織の経営』（１９７３）p.９

人間の手によるものすべてが古くなります。組織を取り巻く環境が常に変化しているからで

す。しかし環境は変えることはできません。つまり、回避不能です。そうであれば変化は、いち

早くキャッチすべきものです。

そのうえで変化を脅威から機会に変えます。機会が新しい事業や製品・サービスを生み出しま

す。これをイノベーションといい、新しい顧客を創造します。組織は事業や製品・サービスを刷

新させながら存続させなければなりません。それゆえイノベーションはどんな組織にとっても不

可欠なのです。

ところで先に「７．事業をマネジメントする」というテーマがありました。これはマネジメン

トの対象を表しています。実は、６や８～１０で述べたことはこの「事業のマネジメント」に属す

るものです。では、ほかにマネジメントすべき対象はあるのでしょうか。

１１．マネジメントの体系

ドラッカー教授はマネジメントの発明者と呼ばれることがあります。しかしマネジメントとい

う言葉を生み出した訳ではありません。マネジメントという言葉を現代的に再定義し、個別にバ

ラバラだった概念を体系として示しました。そして次の言葉を発しました。
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マネジメントの体系を理解しているならば、マネジメントのスキルには優れていなくとも、マネ

ジメントとして、しかも一流のマネジメントとして成果をあげることができる。逆に、マネジメ

ントの体系を理解していなければ、いかなるマネジメントのスキルに優れていようとも、とうて

いマネジメントたりうることはできない。せいぜいのところスペシャリスト止まりである。

『マネジメント＜上＞』（１９７３）p.１５

マネジメントの体系を示すには、マネジメントの対象に関する理解が欠かせません。ドラッ

カー教授が挙げたマネジメントは、ほかに「仕事のマネジメント」と「人のマネジメント」があ

ります。このほかに組織で働いて成果をあげる能力を中心とした「セルフマネジメント」があり

ます。

マネジメントの対象は大きく分けてこの４つの分野ということができます。事業を遂行するた

めには生産的に機能する仕事が設計されていなければなりません。その仕事を行うのは人間で

す。＜事業⇔仕事⇔人＞という三分野の関係の理解が欠かせません。また、人のマネジメントと

仕事のマネジメントを組織サイドからではなく、組織に属している一人ひとりのサイドから見た

ときのマネジメントをセルフマネジメントとしました。

このようにマネジメントは、その対象を知ってはじめてマネジメントすることができます。教

授が体系の理解が一流のマネジメントの入口だと述べたのはこのためです。今目の前に起こって

いる問題、解決すべき課題は、どの分野のものなのかを判断するのはコンサルタントの仕事では

なくマネジメントの仕事です。

１２．人のマネジメントと仕事のマネジメント

仕事（work）という言葉は名詞であって、かつ働くという意味の動詞である。仕事があって働

くことができる。両者は相互依存の関係にある。誰かが働かないかぎり仕事は行われない。逆に

仕事がない限り、働くこともできない。しかし、仕事は働くこと（working）、つまり人の働き

とは違う。仕事は客観的な存在である。それは何かである。人とは別の何かである。

『マネジメント＜上＞』p.２１３

当たり前ですが、人が仕事を行っています。それゆえ目の前で起こっている問題が、仕事にあ

るのか、人にあるのか、あるいは両方なのかは、判り難いものです。

この判り難さを克服するには、仕事のマネジメントと人のマネジメントを峻別することです。

なぜなら二つのマネジメントはまったく別物だからです。仕事のマネジメントは論理的かつ客観

的です。誰が行うかに関わらず要素と手順が決まっています。
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これに対して人のマネジメントは情緒的かつ主観的です。ＡさんとＢさんではアプローチを変

えた方が有効であるということは多いと思います。

１３．セルフマネジメントの基本

ドラッカー教授はセルフマネジメントを中心に著した唯一の書『経営者の条件』（１９６６）のまえ

がきの冒頭を次の様に書き出しました。

普通のマネジメントの本は、人をマネジメントする方法について書いている。しかし本書は、成

果をあげるために自らをマネジメントする方法について書いた。ほかの人間をマネジメントでき

るなどということは証明されていない。しかし、自らをマネジメントすることは常に可能であ

る。そもそも自らをマネジメントできない者が、部下や同僚をマネジメントできるはずがない。

マネジメントとは、模範となることによって行うものである。自らの仕事で業績をあげられない

者は、悪しき手本となるだけである。

『経営者の条件』（１９６６）まえがき

マネジメントというと人をコントロールする方法と誤解されることがあります。マネジメント

とは模範となることで人を導くものであるとドラッカー教授が明言しています。

この理解を間違えることは、違うスタートラインについているようなものです。スタートライ

ンが異なれば違うゴールにたどり着いてしまいます。あるいは未来永劫ゴールには到達しませ

ん。

マネジメントの基本はセルフマネジメントです。セルフマネジメント能力を高めなければなり

ません。ドラッカー教授は、その能力の中核として＜①時間を管理する、②貢献を重視する、③

自らの強みを生かす、④重要なことに集中する、⑤成果のあがる意思決定をする＞を挙げました

（成果をあげる５つの能力）。

１４．もう一つのスタートライン

組織とは、個としての人間一人ひとり、および社会的存在としての人間一人ひとりに貢献を行わ

せ、自己実現させるための手段である。（中略）組織の基盤となる原理は「私的な強みは公益とな

る」である。これがマネジメントの正統性である。マネジメントの権限の基盤となりうる正統性

である。

『マネジメント＜下＞』p.３０２
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ドラッカー教授は、千ページを超える大著『マネジメント』を終えるにあたって最終章で組織

を預かるリーダーたるトップマネジメントの役割を簡明に記しました。組織に属する一人ひとり

の強みを公益、つまり組織が掲げるミッションのためにどのように役立たせるかを考え、実行す

ること。それが唯一のマネジメントの存在理由だとしたのです。

正統性とは、うまく機能していて引き続きその任に当たってもよいという状態と解してくださ

い。マネジメントとは、社会と組織の成員に目を向けることなのです。

多くの経営理念には、その組織のミッション（使命）が表現されていることでしょう。しかし

壁の一風景になっていることは稀ではありません。ミッションこそは、もう一つのマネジメント

のスタートラインです。セルフマネジメントの一角に挙げられる「一人ひとりの強み」がミッ

ションをとおして社会の役に立つ状態にすること。これがマネジメント最大にして唯一の目指す

べきことです。

いかがでしょうか。マネジメントの発明者とよばれるドラッカー教授の名言から真にマネジメ

ントを行うとはどういうことかを駆け足でたどってみました。

ドラッカーのマネジメントを整体師に例えた人がいます。日常の企業活動で曲がった背骨など

を正してくれることを端的に表現した言葉です。歪んだ骨格では長く歩くことはできません（企

業の継続性）。また疲れやすく距離も伸びません（企業の収益性）。

正しい歩き方は、まずマネジメントの姿勢から。ドラッカーの言葉はそのためのガイドライン

なのです。

＜執筆者紹介＞
１９６１年函館生まれ。ドラッカー学会理事。小樽商科大学大学院商学研究科修士課程修了。佐藤等公認
会計士事務所所長。株式会社ヒューマン・キャピタル・マネジメント取締役副社長。

新たな「知」、新たな「出会い」が新しい価値を創造する、をテーマにした会員制組織であるナレッ
ジプラザ（http : //knowledge-plaza.biz/）のアドバイザーで、会計士として２０年経営をする傍ら、ピー
ター・F・ドラッカーを研究し「実践するドラッカー」シリーズの編著を手がけたドラッカー研究の第
一人者。ドラッカー学会理事も務める。自らドラッカーのマネジメント手法を実践できるノウハウとし
て体系化し、判りやすく指導し多数の経営者を開眼させている。創業期のベンチャーから、公開企業に
至るまで様々なステージの企業と、財務の視点に関わらず広い視点から「共に考え行動（※）」してい
る。（※当事務所の経営理念で謳われている言葉）http : //www.satou-cpa.jp/）

●著作

『実践するドラッカー［思考編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［行動編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［チーム編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［事業編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［利益とは何か］』（ダイヤモンド社）
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韓 国 台 湾 中 国 米 国 香 港

１位 菓子類 菓子類 菓子類
食料品・
飲料・酒

菓子類

２位
食料品・
飲料・酒

化粧品・
医薬品

化粧品・
医薬品

菓子類
服（和服以
外）・カバン

３位
化粧品・
医薬品

食料品・
飲料・酒

食料品・
飲料・酒

和 服 （ 着
物）・民芸品

化粧品・
医薬品

表１ 訪日外国人が日本で購入した上位品目 ※消耗品に色つき

（出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査（平成２５年１月～１２月）費目別購入率」をも

とに作成）

１．概要

平成２６年１０月１日に消費税免税制度が改正され、外国人観光客向けの免税対象商品が拡大されるこ

とで、道内を訪れる外国人観光客の購買拡大による地域活性化が期待されています。

新しい消費税免税制度改正のポイントと当行の取り組みをご紹介いたします。

２．外国人観光客とショッピング

北海道経済部観光局の統計によると、北海道を訪れる外国人観光客数は、平成２２年度に７４万人、平

成２３年度は東日本大震災の影響で５７万人まで減少したものの、翌年には７９万人、平成２５年度は１００万

人に達し、今年度も増加傾向が続いています。

観光庁が実施した訪日外国人消費動向調査では、ショッピングは日本食に次ぐ大きな訪日動機と

なっています。道内空港や観光地で、外国人観光客がダンボール一杯に土産物を購入している光景を

思い浮かべると納得のいく調査結果といえます。（表１）

一方で、外国人観光客が日本で購入した物品の上位を占める、菓子類、食料、飲料、化粧品といっ

た消耗品は、現行制度では免税の対象外となっています。１０月以降、消耗品を免税対象とすることで

外国人観光客の購買意欲が刺激されるとともに更なる観光消費額の増加が期待されます。

３．消費税免税制度の改正のポイント

今回の免税制度改正のポイントは、免税品目の拡大と手続きの弾力化です。

免税品目の拡大により、これまで免税品目の対象外だった消耗品を含め、すべての品目が免税対象

となります。免税扱いとなるのは、①国内で消費せずに出国 ②指定された方法による梱包 ③最低

アジアニュース

外国人観光客向け
消費税免税制度の改正について

地域産業支援部（観光振興室）
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種類 免税（一般物品） 免税（消耗品） 課税（消耗品）

説明 ・従来から免税対象 ・新たに免税対象

・国内で消費せずに出国

（お土産等）

・国内で消費するもの

（その場で食べる等）

具体例 家電製品、カバン等 菓子、食品、飲料、化粧

品等

菓子、食品、飲料、化粧

品等

金額条件 同一店舗における１日の

販売合計が、１万円を超

えるもの。

同一店舗における１日の

販売合計が、５千円を超

え、５０万円までの範囲の

もの。

表２ 免税販売時の種類

H２６．５ JSTO北海道支部設立記者会見 H２６．７ JSTO北海道支部主催セミナー

購入金額設定 などの条件があります。（表２）

手続きが弾力化されて、これまで様式が指定されていた購入記録票、購入者誓約書が任意様式とな

ります。免税品は一般物品・消耗品に分類され、それぞれ手続きが異なるため、免税手続きに手間と

時間を要しますが、任意書式化によりシステム対応が可能となり、手続きの効率化が図られます。

４．当行の取り組み～ジャパンショッピングツーリズム協会北海道支部への参画について

ショッピングを軸とした訪日観光プロモーション・受け入れ体制整備のため、旅行会社や百貨店等

約３０社により、平成２５年９月に東京で一般社団法人ジャパンショッピングツーリズム協会（以下

「JSTO」）が設立されました。当行は、JTB北海道、JCB北海道支社と共に、JSTO最初の地方支部とし

て、平成２６年５月にJSTO北海道支部を設立しました。

JSTO北海道支部では、JSTO本部の取り組みに加え、独自に「外国人免税制度活用セミナー」を開

催する等、外国人観光客の北海道でのショッピングを通じた観光振興に取り組んでいます。
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〈中国における環境対策の現状〉

中国でのPM２．５に代表される大気汚染の深刻さは、日本でも大きく報道されていますが、実際に生活

する一般市民にとって切実な問題となっています。中国政府も世論に押されるかたちで環境保全重視の

政策に舵を切り始めました。

現在、石炭・石油に約８割を依存している電源構成を見直し、太陽光発電を４倍に増加させたり、企

業の二酸化炭素排出量を一定量以下に抑制するよう義務付けるなど、政府は化石燃料依存からの転換を

積極的に進めています。

また、本年４月、２５年振りに大幅改正された環境保護法では、環境規制に違反した企業や、管理監督

を怠った行政担当者への処罰が盛り込まれるなど、法制度も厳格化されました。

〈日本発環境技術の活用〉

中国政府が環境対策に本腰を入れたとなれば、環境技術を有する日本企業にビジネスチャンスが生ま

れてきます。環境対策は大気・水質・土壌など広範囲に渡り、技術も様々です。一般的には「環境対策

は、設備も大規模で費用も莫大に掛かるため、中小企業には無縁の話」と思われがちですが、中国側の

ニーズは大規模な処理設備からフィルターなど小部品に至るまで多岐に渡るため、日本の中小企業にも

ビジネスチャンスが充分見込めます。

日本の環境技術が海外で活用されている例として、北九州市の事例を紹介します。北九州市はかつて

四大工業地帯として日本の高度経済成長期を支えた一方で、１９６０年代から７０年代にかけて、「公害のデ

パート」と呼ばれるほどの深刻な環境汚染に見舞われました。その後、市民・企業・官庁が一体となり

環境対策に取り組んだ結果、１９８７年には環境省の「星空の街コンテスト」において、大気環境が良好な

「星空の街」に選定されるほど環境が改善しました。

北九州市はその経験を積極的に海外に発信しています。特に、友好提携を結んでいる大連市とは、

１９８０年に「公害管理講座」を開催して以降、積極的な協力を進めています。大連市は、２００１年に国連が

環境保護に貢献した団体を表彰する「グローバル５００」賞を中国で初めて受賞しました。北九州市大連

事務所長の「北九州市が環境先進都市となり大連での展開に至ったのは、地元の中小企業が生み出した

小さなアイデアや技術の集積があってこそ」との言葉は、中小企業にも海外展開のビジネスチャンスが

あることを表しています。

〈道内企業の得意分野〉

東北三省の政府関係者と環境関連の意見交換を行った際、先方はトウモロコシ茎・木質ペレットと

いった燃料や、微生物を使って肥料を製造する技術に高い関心を示していました。また、地熱や廃熱の

利用にも興味を示していました。

北海道と東北三省は、第一次産業が多い産業構造や、冷涼な気候などの共通点があります。道内企業

アジアニュース

中国の「環境関連ビジネス」について
北洋銀行大連駐在員事務所 副所長

天野 吉隆
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が有するバイオマス関連技術や、寒冷地技術などを活用することにより、東北三省の環境改善ニーズに

応えることが可能だと感じました。

〈中国における環境ビジネスの可能性〉

広大な中国では、環境技術に対するニーズは地域によって様々です。バイオマスや寒冷地向け技術の

みならず、大気浄化や水質改善など幅広い分野での道内企業のビジネスチャンスが広がっています。自

社の技術がどのような状況で活用できるかを見極めることが、中国での商材発掘の鍵であると言えま

す。

また、中国政府が環境対策を実行する際には、①モデル都市の選定 ②必要な政策の集中実行 ③成

功事例の全国普及 という手順を踏むことが一般的であり、最初にどの都市でどのような対策が行われ

るか、情報収集を行うことも重要です。

大連事務所では、環境関連情報をはじめ、中国現地情報・ニーズをスピーディーかつタイムリーにお

伝えすることで、お客さまの中国展開をサポートさせて頂きますので、お気軽にご相談ください。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４１６ ９８～１６３ ２５６ ２３９ １９９～３１２

牛乳 １リットル 現地産 ２２４～４６４
４１

（２４３ml）
１２８

２５６
（８３０ml）

１５３～２８３

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１３～２１６ １９～１１４ １９２
９５

（アメリカ産）
６６

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １２６ ２６３
２８２

（１個）
１２３

（１個）
１４３

（オーストラリア産）

小麦粉 １kg １３５ ２３１ １４７ ２１４ １２１

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９６ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９１ １５４ ３１３ ２４８

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７９ １０８ ２４０ １３２ ４７６

ミネラルウォーター ５５０ml ２３ ２３ ２２ １２８ ４３～１０９

コーラ ３３０ml コカコーラ ３３ ３９ ４４ ７０ １１２

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２８３ ２７４ ６４２ ３８８ －

タクシー初乗り ２３３ １６６ １１２ ２８０ ４３３～５７８

ガソリン １リットル レギュラー １２４ １２５ １３４ １８１ １０１

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１８

（現地製４巻）
４５８

４４９
（現地製）

５３７
３６４

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１０８

（現地製）
７９

（現地製）
３０４ ２６１ １３２

洗濯洗剤 １kg 日本製
２３１

（現地製）
１９８

（現地製）
３８５ ２３１ ７８０

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６６ ２４９ ２５６ ３３０ ５７８

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４８ ２２ １０

水道料金 １� 住居用 ３１ ５１ ３２ ９６ ９２

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １６ ７４ ６９

バス 市内均一区間 ３３ １６～３３ ２５ ８２～１７３ ４３

地下鉄 初乗り ４９ － ７０ ９０～１９８ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８１，６１７ ８８，０９８ ７５，９１６ ８１，６３８ ８２，３３６

基本料金／月 ７６６ ９６６ ２，５６８ ４，４７９ ４，３３５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９１６～２，３３２９９９～１，１６６６４２～１，４４４ ９５０ ５７８～１，１５６

現地価格調査（２０１４年８月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年７月３１日仲値
１中国元＝１６．６６円 １タイバーツ＝３．２１円 １シンガポールドル＝８２．６３円 １ロシアルーブル＝２．８９円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年４～６月 １００．４ ０．１ ９６．１ １．６ １００．１ △１．６ ９５．５ △１．０ １０６．９ １．１ １０７．６ ０．４
７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２
４～６月 p９７．０ △４．８ p９８．７ △３．７ p９４．０ △８．４ p９６．７ △６．８ p１０２．３ △０．４ p１１０．５ ４．５

２５年 ６月 １００．１ △１．０ ９５．０ △２．８ ９８．０ △３．４ ９４．５ △２．０ １０６．９ ３．５ １０７．６ ０．１
７月 １０１．０ ０．９ ９７．６ ２．７ １０１．３ ３．４ ９６．０ １．６ １０５．４ △１．４ １０８．４ ０．７
８月 １００．７ △０．３ ９７．１ △０．５ １００．５ △０．８ ９６．１ ０．１ １０６．５ １．０ １０７．６ △０．７
９月 １０１．６ ０．９ ９８．６ １．５ １０１．９ １．４ ９７．７ １．７ １０６．５ ０．０ １０７．５ △０．１
１０月 １０１．４ △０．２ ９９．２ ０．６ １００．９ △１．０ ９９．０ １．３ １０８．１ １．５ １０７．２ △０．３
１１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 ９６．１ △６．０ ９９．３ △２．８ ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ １０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 r ９８．７ ２．７ r１００．０ ０．７ r ９６．０ ３．７ r ９７．０ △１．０ r１０３．６ ０．１ r１０８．４ ３．０
６月 p９６．１ △２．６ p９６．７ △３．３ p９３．３ △２．８ p９５．２ △１．９ p１０２．３ △１．３ p１１０．５ １．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８１ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７８９ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 p２２８，６２８△２．４ ４６，９１８△２．５ p ４６，０６３ △７．８ １５，１２５ △５．４ p１８２，５６５ △０．９ ３１，７９２ △１．１

２５年 ６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 ７２，８９４△５．７ １４，６７７△６．１ １４，０５８ △１４．０ ４，６１１ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６６ △３．９
５月 r ７７，３５６△０．４ r １５，９２４△０．５ １５，５６２ △４．９ r ５，１１３ △２．６ r ６１，７９４ ０．８ r １０，８１１ ０．５
６月 p ７８，３７８△１．１ １６，３１７△１．２ p １６，４４４ △４．５ ５，４０２ △３．３ p ６１，９３４ △０．１ １０，９１５ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１８／本文　※柱に注意！／０３０～０３３　主要経済指標  2014.08.19 17.26.57  Page 30 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ ０．０ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．８ ０．３ ９９．９ ０．０ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ １０２．１４ １５，１６２

２５年 ６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １０１．０ ０．８ １００．０ ０．４ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １０１．０ １．２ １００．１ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．２ １．３ １００．４ ０．８ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．５ １００．５ ０．７ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．９ １．６ １００．７ ０．９ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ １０２．０５ １５，１６２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９

２５年 ６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１８／本文　※柱に注意！／０３０～０３３　主要経済指標  2014.08.19 17.26.57  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８６９ １０．５ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ２２，７５１ △０．４

２５年 ６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ８，１６６ △３．０

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 １２，２７８ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年４～６月 ２，８５２ ６．０ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３２ ４．０ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
４～６月 ２，８３０ △０．８ ０．７７ ０．８９ ４．１ ３．７ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０

２５年 ６月 １，０７８ ６．１ ０．６５ ０．７５ ５．１ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８４ ５．１ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４２９ ２．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ ↑ ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ ４．１ ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１
６月 １，０５３ △２．３ ０．７９ ０．９０ ↓ ３．７ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年９月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ １，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年４～６月 １１０，８２２ １５．５ １７５，９９６ ７．０ ４３４，６０７ １６．５ １９６，４８８ １０．３
７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６
４～６月 p１０９，１１９ △１．５ １７６，１５４ ０．１ p３０１，６３４ △３０．６ p２０１，６４３ ２．６

２５年 ６月 ３８，０１３ ２８．９ ６０，５８６ ７．４ １１５，１４８ １０．１ ６２，３９１ １１．７
７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，５８５ １２．２ １３２，７１９ １６．２ ６９，９１０ １９．７
８月 ３６，４４９ １４．２ ５７，８２１ １４．６ １６６，０２７ １８．６ ６７，５３５ １６．２
９月 ３９，７９９ ５２．３ ５９，７１０ １１．４ １４５，１１３ １３．８ ６９，１４２ １６．７
１０月 ４０，３０６ １．０ ６１，０３０ １８．６ １７０，７８０ １４．５ ７２，０３４ ２６．３
１１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１
２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ １１６，３８１ △３０．３ ６８，８２４ ３．４
５月 ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ r ９１，４５３ △４０．０ ６５，１８２ △３．５
６月 p ３２，９５８ △１３．３ ５９，４０５ △１．９ p ９３，８００ △１８．５ p ６７，６３７ ８．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７

２５年 ６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年９月号
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●道内経済の動き 
●道内景気の動向と消費税率引き上げの影響 
●健康をつくる、ということ 
●ドラッカーの名言から学ぶマネジメント入門 
●外国人観光客向け消費税免税制度の改正について 
●中国の「環境関連ビジネス」について 
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